
国民健康保険税の賦課方式の見直し

税賦課方式の試算（令和６年度の国保税の調定額を確保することを基準にして試算）

※②③子供は未就学児でな
い（均等割は半額ではない）

１

内 容

A案 ３方式 所得割のみを増加 均等割・平等割は据え置き で試算

Ｂ案 ３方式 応能割（所得割）、応益割（均等割・平等割）を50対50で試算

Ｃ案 ３方式 標準保険税率適用 京都府が示す標準保険税率をベースに試算

D案 ４方式 資産割を半額 所得割・均等割・平等割を変更し試算

E案 ３方式 応能割（所得割）、応益割（均等割・平等割）を52対48で試算

現行
※賦課割合
応能割 54.2％
応益割 45.8％

A案
（３方式

所得割増加）

B案
（３方式 50：50
所得割・均等割・
平等割変更）

Ｃ案
（３方式

標準保険税率）

D案
（４方式

資産割半額）

E案
（３方式 52：48
所得割・均等割・
平等割変更）

①

＜40歳未満１人世帯＞
○営業所得 1,500千円
■固定資産税 50千円

164,600円

166,700円

（現行との差）

2,100円増
（1.3％）

161,700円

（現行との差）

2,900円減
（△1.8％）

188,300円

（現行との差）

23,700円増
（14.4％）

163,500円

（現行との差）

1,100円減
（△0.7％）

165,100円

（現行との差）

500円増
（0・3％）

②

＜夫婦（40歳未満）と子供※２人＞
夫 ○営業所得 3,000千円
妻 ○給与収入 1,500千円

所得 950千円
■固定資産税 50千円

426,300円

456,600円

（現行との差）
30,300円増
（7.1％）

460,000円

（現行との差）
33,700円増
（7.9％）

541,100円

（現行との差）
114,800円増
（26.9％）

452,500円

（現行との差）

26,200円増
（6.1％）

471,300円

（現行との差）
45,000円増
（10.6％）

③

＜夫婦（40歳以上）と子供※２人＞
夫 ○営業所得 3,000千円
妻 ○給与収入 1,500千円

所得 950千円
■固定資産税 50千円

（40歳以上のため介護分あり）

520,300円

555,000円

（現行との差）
34,700円増
（6.7％）

564,400円

（現行との差）
44,100円増
（8.5％）

664,700円

（現行との差）
144,400円増
（27.8％）

557,500円

（現行との差）
37,200円増
（7.1％）

576,500円

（現行との差）
56,200円増
（10.8％）

④

＜65～74歳の夫婦＞
夫 ○年金収入 1,500千円

所得 400千円
妻 ○年金収入 1,000千円

所得 0円
■固定資産税 50千円

38,700円

26,000円

（現行との差）
12,700円減
（△32.8％）

29,300円

（現行との差）
9,400円減
（△24.3％）

32,400円

（現行との差）
6,300円減
（△16.3％）

36,000円

（現行との差）
2,700円減
（△7.0％）

28,500円

（現行との差）
10,2000円減
（△26.4％）

資料１



国民健康保険税の税率・税額の見直し

現行

○営業所得 1,500千円
■固定資産税 50千円

年税額 164,600円

① 40歳未満 １人世帯

＜夫＞
○営業所得 3,000千円
＜妻＞
○給与収入 1,500千円
○給与所得 950千円
■固定資産税 50千円

年税額 426,300円

② 夫婦（40歳未満）
と子供２人

年税額 520,300円

A案：３方式所得割のみ増（均等割・平等割据置）

年税額 166,700円 年税額 456,600円 年税額 555,000円A案

2,100円増
（1.3％）

30,300円増
（7.1％）

34,700円増
（6.7％）増額

所得割 資産割 均等割額 平等割額

医療分 7.56% 0% 21,200 22,400

支援金分 2.57% 0% 7,200 7,600

小計 10.13% 0% 28,400 30,000

介護分 2.35% ０% 9,600 6,600

合計 12.48% 0% 38,000 36,600

＜夫＞
○年金収入 1,500千円
○年金所得 400千円
＜妻＞
○年金収入 1,000千円
○年金所得 0円
■固定資産税 50千円

④ 65～74歳の夫婦

年税額 38,700円

年税額 26,000円

12,700円減
（32.8％）

７割軽減

＜夫＞
○営業所得 3,000千円
＜妻＞
○給与収入 1,500千円
○給与所得 950千円
■固定資産税 50千円

③ 夫婦（40歳以上）
と子供２人

介護分あり

現行税率・税額

所得割 資産割 均等割額 平等割額

医療分 6.54％ 19.1% 21,200 22,400

支援金分 2.20% 6.40% 7,200 7,600

小計 8.74% 25.5% 28,400 30,000

介護分 2.10% 6.5% 9,600 6,600

合計 10.84% 32.00% 38,000 36,600

A案

の①
～世
帯の
試算

２



※令和6年度当初賦課時点の世帯数に資産割廃止後の税率案を適用した割合

３
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世帯数

所得割・資産割
なしの世帯

最大減額※
△603,200円

最大増額※
106,700円

資産割廃止により税額が変動する世帯の状況（A案：３方式所得割増加 均等割・平等割据置）

増額世帯 増減なし 減額世帯 合計

世帯数 2,843 1,631 2,927 7,401

割合 38.4％ 22.0％ 39.6% -

22.0％

9.8％

7.1％

▶変更なしの世帯が最も多く全体の約22％を占める。（所得割・資産割が

賦課されていない世帯）

1万円未満の増額世帯は全体の16.9％で、増額世帯の中では44.2％と

なり、期割毎の増加額は1,000円以下となる。

※所得割対象額 0円、
資産割対象額 約1,880千円の世帯

※所得割対象額 7,682千円、
資産割対象額 0円の世帯

10.5％

国保税減 国保税増

全体の38.4％の世帯で、資産割減
額の分を負担
増額の世帯の平均単価が高くなる

減額世帯の割合は、Ｂ案
（36.9％）とほぼ変わらな
い

増額世帯中
100～9,999円
全体では16.9％



国民健康保険税の税率・税額の見直し

現行

○営業所得 1,500千円
■固定資産税 50千円

年税額 164,600円

① 40歳未満 １人世帯

＜夫＞
○営業所得 3,000千円
＜妻＞
○給与収入 1,500千円
○給与所得 950千円
■固定資産税 50千円

年税額 426,300円

② 夫婦（40歳未満）
と子供２人

年税額 520,300円

B案：３方式（所得割・均等割・平等割変更）

年税額 161,700円 年税額 460,000円 年税額 564,400円B案

2,900円減
（1.8％）

33,700円増
（7.9％）

44,100円増
（8.5％）増額

所得割 資産割 均等割額 平等割額

医療分 6.89% 0% 26,800 18,500

支援金分 2.47% 0% 9,600 6,700

小計 9.36% 0% 36,400 25,200

介護分 2.33% ０% 12,900 6,600

合計 11.69% 0% 49,300 31,800

＜夫＞
○年金収入 1,500千円
○年金所得 400千円
＜妻＞
○年金収入 1,000千円
○年金所得 0円
■固定資産税 50千円

④ 65～74歳の夫婦

年税額 38,700円

年税額 29,300円

9,400円減
（24.3％）

７割軽減

＜夫＞
○営業所得 3,000千円
＜妻＞
○給与収入 1,500千円
○給与所得 950千円
■固定資産税 50千円

③ 夫婦（40歳以上）
と子供２人

介護分あり

現行税率・税額

所得割 資産割 均等割額 平等割額

医療分 6.54％ 19.1% 21,200 22,400

支援金分 2.20% 6.40% 7,200 7,600

小計 8.74% 25.5% 28,400 30,000

介護分 2.10% 6.5% 9,600 6,600

合計 10.84% 32.00% 38,000 36,600

Ｂ案
の①
～④
世帯
の試
算

４



※令和6年度当初賦課時点の世帯数に資産割廃止後の税率案を適用した割合
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世帯数

最大減額※
△598,900円

最大増額※
86,600円

資産割廃止により税額が変動する世帯の状況（B案：３方式 所得割・均等割・平等割変更）

増額世帯 増減なし 減額世帯 合計

世帯数 4,628 43 2,730 7,401

割合 62.5％ 0.6％ 36.9% -

27.5％

13.3％

12.6％

▶5千円未満の増額世帯が最も多く全体の27.5％を占め、増額世帯の中

では44％となり、期割毎の増加額は500円以下となる。

1万円未満の増額の世帯は全体の41％で、増額世帯の中では65％とな

り、期割毎の増加額は1,000円以下となる。

※所得割対象額 0円、
資産割対象額 約1,880千円の世帯

※所得割対象額 6,280千円、
資産割対象額 0円の世帯

国保税減 国保税増

減額世帯の割合はA案
（39.6％）と大きく変わ
らない

全体の62.5％の世帯で、資産割
減額分を負担

増額の世帯の平均単価が低くな
る

増額世帯中
100～9,999円増65％
全体では41％

増額世帯中
100～4,999円増
44％
全体では27.4％



国民健康保険税の税率・税額の見直し

現行

○営業所得 1,500千円
■固定資産税 50千円

年税額 164,600円

① 40歳未満 １人世帯

＜夫＞
○営業所得 3,000千円
＜妻＞
○給与収入 1,500千円
○給与所得 950千円
■固定資産税 50千円

年税額 426,300円

② 夫婦（40歳未満）
と子供２人

年税額 520,300円

C案：標準保険税率（京都府）

年税額 188,300円 年税額 541,100円 年税額 664,700円Ｃ案

23,700円増
（14.4％）

114,800円増
（26.9％）

144,400円増
（27.8％）増額

所得割 資産割 均等割額 平等割額

医療分 8.01% ０% 29,272 18,366

支援金分 3.34% ０% 11,896 7,464

小計 11.35% ０% 41,168 25,830

介護分 2.99% ０% 12,538 6,161

合計 14.34% ０% 53,706 31,991

＜夫＞
○年金収入 1,500千円
○年金所得 400千円
＜妻＞
○年金収入 1,000千円
○年金所得 0円
■固定資産税 50千円

④ 65～74歳の夫婦

年税額 38,700円

年税額 32,400円

6,300円減
（16.3％）

７割軽減

＜夫＞
○営業所得 3,000千円
＜妻＞
○給与収入 1,500千円
○給与所得 950千円
■固定資産税 50千円

③ 夫婦（40歳以上）
と子供２人

介護分あり

現行税率・税額

所得割 資産割 均等割額 平等割額

医療分 6.54％ 19.1% 21,200 22,400

支援金分 2.20% 6.40% 7,200 7,600

小計 8.74% 25.5% 28,400 30,000

介護分 2.10% 6.5% 9,600 6,600

合計 10.84% 32.00% 38,000 36,600

Ｃ案
の①
～④
世帯
の試
算

６



※令和6年度当初賦課時点の世帯数に資産割廃止後の税率案を適用した割合
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世帯数

最大減額※
△596,100円

最大増額※
218,600円

資産割廃止により税額が変動する世帯の状況（C案：３方式 京都府算定標準保険税率 ）

増額世帯 増減なし 減額世帯 合計

世帯数 5,896 34 1,471 7,401

割合 79.7％ 0.4％ 19.9% -

16.7％

11.3％

13.0％

▶5千円未満の増額世帯が最も多く全体の16.7％を占め、増額世帯の中

21％となり、期割毎の増加額は500円以下となる。

1万円未満の増額の世帯は全体の28％で、増額世帯の中では35％とな

り、期割毎の増加額は1,000円以下となる。

※所得割対象額 0円、
資産割対象額 約1,880千円の世帯

※所得割対象額 5,410千円、
資産割対象額 0円の世帯

国保税減 国保税増

減額世帯の割合はA～D案
では最も低い

20,000円以上増額世帯はA～D案で
は最も高い
所得のある世帯の負担増



国民健康保険税の税率・税額の見直し

現行

○営業所得 1,500千円
■固定資産税 50千円

年税額 164,600円

① 40歳未満 １人世帯

＜夫＞
○営業所得 3,000千円
＜妻＞
○給与収入 1,500千円
○給与所得 950千円
■固定資産税 50千円

年税額 426,300円

② 夫婦（40歳未満）
と子供２人

年税額 520,300円

D案：４方式 （資産割を半減 所得割・均等割・平等割変更）

年税額 163,500円 年税額 452,500円 年税額 557,500円D案

1,100円減
（0.7％）

26,200円増
（6.1％）

37,200円増
（7.1％）増額

所得割 資産割 均等割額 平等割額

医療分 6.60％ 10.00% 26,800 18,500

支援金分 2.30% 3.40% 9,600 6,700

小計 8.90％ 13.40% 36,400 25,200

介護分 2.30% 3.20% 12,900 6,60０

合計 11.20% 16.60% 49,300 31,800

＜夫＞
○年金収入 1,500千円
○年金所得 400千円
＜妻＞
○年金収入 1,000千円
○年金所得 0円
■固定資産税 50千円

④ 65～74歳の夫婦

年税額 38,700円

年税額 36,000円

2,700円減
（7.0％）

７割軽減

＜夫＞
○営業所得 3,000千円
＜妻＞
○給与収入 1,500千円
○給与所得 950千円
■固定資産税 50千円

③ 夫婦（40歳以上）
と子供２人

介護分あり

現行税率・税額

所得割 資産割 均等割額 平等割額

医療分 6.54％ 19.1% 21,200 22,400

支援金分 2.20% 6.40% 7,200 7,600

小計 8.74% 25.5% 28,400 30,000

介護分 2.10% 6.5% 9,600 6,600

合計 10.84% 32.00% 38,000 36,600

Ｄ案
の①
～④
世帯
の試
算

８



※令和6年度当初賦課時点の世帯数に資産割廃止後の税率案を適用した割合
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世帯数

最大減額※
△286,000円

最大増額※
60,200円

資産割廃止により税額が変動する世帯の状況（D案：４方式資産割半減 所得割・均等割・平等割変更）

増額世帯 増減なし 減額世帯 合計

世帯数 5,208 62 2,131 7,401

割合 70.4％ 0.8％ 28.8% -

36.7％

16.8％

11.7％

▶5千円未満の増額世帯が最も多く全体の36.7％を占め、増額世帯の中

では52.1％となり、期割毎の増加額は500円以下となる。

1万円未満の増額の世帯は全体の53.5％で、増額世帯の中では約76％

となり、期割毎の増加額は1,000円以下となる。

※所得割対象額 0円、
資産割対象額 約1,880千円の世帯

※所得割対象額 7,211千円、
資産割対象額 59千円の世帯

国保税増国保税減

増額世帯中
100～4,999円増52.１％

増額世帯中
100～9,999円増76％
全体では53.5％



国民健康保険税の税率・税額の見直し

現行

○営業所得 1,500千円
■固定資産税 50千円

年税額 164,600円

① 40歳未満 １人世帯

＜夫＞
○営業所得 3,000千円
＜妻＞
○給与収入 1,500千円
○給与所得 950千円
■固定資産税 50千円

年税額 426,300円

② 夫婦（40歳未満）
と子供２人

年税額 520,300円

Ｅ案： ３方式 所得割・均等割・平等割変更 52：48

年税額 165,100円 年税額 471,300円 年税額 576,500円Ｅ案

500円増
（0.3％）

45,000円増
（10.6％）

56,200円増
（10.8％）増額

所得割 資産割 均等割額 平等割額

医療分 7.34% ０% 26,600 17,800

支援金分 2.52% ０% 9,100 6,100

小計 9.86% ０% 35,700 23,900

介護分 2.40% ０% 12,500 6,000

合計 12.26% ０% 48,200 29,900

＜夫＞
○年金収入 1,500千円
○年金所得 400千円
＜妻＞
○年金収入 1,000千円
○年金所得 0円
■固定資産税 50千円

④ 65～74歳の夫婦

年税額 38,700円

年税額 28,500円

10,200円減
（26.4％）

７割軽減

＜夫＞
○営業所得 3,000千円
＜妻＞
○給与収入 1,500千円
○給与所得 950千円
■固定資産税 50千円

③ 夫婦（40歳以上）
と子供２人

介護分あり

１０

現行税率・税額

所得割 資産割 均等割額 平等割額

医療分 6.54％ 19.1% 21,200 22,400

支援金分 2.20% 6.40% 7,200 7,600

小計 8.74% 25.5% 28,400 30,000

介護分 2.10% 6.5% 9,600 6,600

合計 10.84% 32.00% 38,000 36,600

Ｅ案
の①
～④
世帯
の試
算



※令和6年度当初賦課時点の世帯数に資産割廃止後の税率案を適用した割合 １１
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世帯数

最大減額※
△600,000
円

最大増額※
113,100円

資産割廃止により税額が変動する世帯の状況（E案：３方式 所得割・均等割・平等割変更 52：48）

増額世帯 増減なし 減額世帯 合計

世帯数 4,759 37 2,605 7,401

割合 64.3％ 0.5％ 35.2% -

28.9％

9.3％

12.4％

▶5千円未満の増額世帯が最も多く全体の約29％を占め、増額世帯の中

では45％となり、期割毎の増加額は500円以下となる。

なお、1万円未満の世帯は全体の約38％で、増額世帯の中では約59％

となり、期割毎の増加額は1,000円以下となる。

※所得割対象額 0円、
資産割対象額 約1,880千円の世帯

国保税減 国保税増

※所得割対象額 6,280千円、
資産割対象額 0円の世帯

全体の64.3％の世帯で、資産割減額
の分を負担
増額の世帯の平均単価が低くなる

増額世帯中
100～4,999円増45％
全体では約30％

増額世帯中
100～9,999円増59％
全体では約40％



※令和6年度当初賦課時点の世帯数に資産割廃止後の税率案を適用した割合
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A案 29 6 11 21 27 37 71 124 340 860 691 710 1,631 728 529 777 354 184 90 66 48 32 22 10 3

B案 28 10 9 14 26 41 54 106 275 739 660 768 43 2,035 984 930 365 166 83 42 17 4 2 0 0

C案 22 5 6 7 12 26 38 56 129 389 339 442 34 1,237 837 960 605 559 405 288 228 171 138 93 375

D案 5 1 6 3 4 5 12 30 75 261 509 1,220 62 2,717 1,244 864 268 75 28 11 1 0 0 0 0

E案 27 7 9 14 22 40 53 101 253 720 638 721 37 2,139 691 920 446 224 140 68 58 43 21 6 3
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資産割廃止により税額が変動する世帯の状況（まとめ）

最大増額※
218,600円（C案）

最大減額※
△603,200円（A案）

3方式 所得割増加 均等割・平等割据置

3方式 所得割・均等割・平等割変更(応能50：応益50）

3方式 京都府が示す標準保険税率

４方式 資産割半減
所得割・均等割・平等割変更

3方式 所得割・均等割・平等割変更(応能52：応益48）


